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一 持続的成長と技術進歩との調和を求めて 一

上 領 英 之

（広島修道大学）

報 告 の ポ イ ン ト

厳 し い社 会 ・ 経 済 環 境 の な か で、 い か な る 経 営 方 針 を どの よう に 政 策 と し て 具 体 化 し た ら、

企 業 は生 き 残 れ る の か。 どん な 企 業 も、 「う ち の 会 社 は 環 境 を 配 慮 す る ゆ と り はな い、 生 き る

か 死 ぬ か の 瀬戸 際 に あ る」 と。 し か し、 大 局 的 に み る と、 環 境 へ の 配 慮 を 無 視 し た 企 業 は、 規

模 と は 関 係 な く、 逆 に、 競 争 に 負 け る 時 代 に な っ て き て い る。 ど う し た ら よ い の か。 そ の 要 諦

は、 現 在 時 点 の 資産 （物 的 ・ 人 的 資 産） に 対 す る 投 資 を、 既 存 の 蓄 積 さ れ た 資 産 と の 関 係 に お

い て、 い か に 効 果 的 に 進 め る か に あ る。 資 産 投 資 は、 社 内 留 保 の ウ エ イ ト を 高 め、 か っ、 環 境

配 慮 の 需 要 志 向 の 強 い ほ ど、 収 穫 逓 減 の 法 則 を 排 除 して、 収 穫 増 加 さ え 可 能 に する。 こ の 正 当

化 は、 財 務 メ カ ニ ズ ム の ロ ー ル に 求 め ら れ る。

要 約

は じ め に、 問 題 提 起 と そ れ に 対 す る 考 え 方 を 結 論 的 に あ げ た い。 こ の 部 分 は、 報 告 の あ と の

討 論 の 場 で の 貴 重 な 示 唆 を 母 体 と し て 纏 め ら れ た１）
。

１
． 環 境 改 善 の 投 資 や 環 境 コ ス ト は、 個 別 の 私 企 業 に と っ て ほ ん と う に 負 担 な の か。 否 で あ

る。 第 一 に、 も し企 業 会 計 ・ 財 務 （の メ カ ニ ズ ム） が 「あ る 条 件」 の も と で 決 して 収 穫 逓

減 の 法 則 に 支 配 さ れ な い こ と を 論 証２）で き る な ら ば、 私 企 業 は 収 穫 逓 増 の 道 筋 を 与 え ら れ、

そ の よ う に 技 術 進 歩 を 導 く。 第 二 に、 こ の 論 証 の 上 で、 環 境 改 善 （た と え ば，ｒｅｕＳｅ，ｒｅＣｙ－

Ｃ１ｅ） の 投 資や 環 境 コ ス ト は、 資 源 （非 付 加 価 値） 節 約 投 資 と 連 動 し て 物 的 資 産 か ら人 的

資 本 や ｌｅａ ｍｉｎｇ－ｂｙ・ｄｏｉｎｇ へ の ウ エ イ ト （し た が っ て、 高 付 加 価 値 経 営） を 高 め、 そ れ に

逆 ら う 物 的 資 産 偏 重 の 量 的 投 資 や コ ス トに 比 し て、 む し ろ 収 穫 逓 増 の 機 会 を 与 え ら れ、 資

本 利 益 率 を 上 げ て、 競 争 に 有 利 に な る た め で あ る。
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２ こ の 場 合、 「あ る 条 件」 が 必 要 で あ る。 「あ る 条 件」 と は 何 か。 環 境 を 包 含 す る 技 術 進 歩

の 内 容 は す べ て の 資 産 投 資 と そ の 蓄 積 ス ト ッ ク に 浸 透 す る の で あ り、 「資 本 ・ 産 出 比 率

（設 備 投 資 効 率 の 逆 数） を 高 め な い よ う に 投 資 せ よ」 で あ る。 い か な る 組 織 体 も、 労 働 生

産 性 の 向 上 に物 的 生 産 性 の 向 上 を 要 求 さ れ る と い う こ と で あ る。 そ の 結 果 と して、 私 企 業

な ら ば 資本 利 益 率 を 高 め、 公 の 組 織 体 な ら ば
、 経 済 的 減 価 償 却 を 回 収 して 資 本 を 維 持 す る。

３ 上 記 に該 当 し な い よ う な 環 境 改 善 の 投 資 や 環境 コ ス ト は、 ど う す る の か。 私 企 業の 範 囲

を 越 え た 公 の 環 境 政 策 に 基 づ く 資 産 投 資 や 人 的 資 本 の フ ロ ー 投 人 （特 定 の 人 件 費） に は、

い か な る 基 準 が 与 え ら れ る の か。 そ の 場 合 で あ っ て も、
「あ る 条 件」 は、

や や ゆ る や か に

（配 当 負 担 の 有 無 に止 ま り、 減 価 償 却 や 人 件 費 の 負 担 は、 同 一） 要 求 さ れる に 止ま る と 考

え て い る
３〕

。

４ す べ て の 資 産 と は 何 か。 実 物 資産 （固 定 資 産） と 人 的 資 本 （従 業 員数） と い うイ ン プッ

ト で あ る。 実 物 ／ 固 定 資 産 は ス ト ッ ク と し て示 さ れ、 人 的 資 本 （従 業 員 数） は 直 接 的 に

は フ ロ ー と し て 示 さ れ る と し て も、 そ の ス ト ッ ク と 不 可 分 に 絡 み 合 っ て い る。 た と え ば、

資 本 ・ 産 出 比 率 はけ っ して 実 物 資 産 （固 定 資 産） だけ の物 的生 産 性 を
、 ま た

、 労 働 生 産 性

は 人 的 資 本 （従 業 員 数） だ け の 生 産 性 を 示 す も の で は な い。 い ず れ も
、 ｔｏｔａ１ｆａｃｔｏｒ ｐｒｏ－

ｄｕｃｔｉｖｉｔｙ の 一 側 面 を 表 現 し、 相 互 に 強 く 影 響 し 合 っ て い る４）
。 ｏｕｔｐｕｔｐｅｒ ｗｏｒｋｅｒ と ｃａｐ・

ｉｔａ１ｐｅｒ ｗｏｒｋｅｒ と の 要 に 資 本 ・ 産 出 比 率 が 存 在 す る と い う こ と で あ る。

５ 物 的 生 産 性 （＝ 付 加 価 値 ÷ 固 定 資産 ； そ の 測 定 尺 度 は 資 本 ・ 産 出 比 率） の 増 減 率 は・

い か に 測 定 さ れ る の か。 こ れ こ そ、 本 報 告 の 基 盤 で あ る。 か り に 価 格 指 数 を 用 い な い と す

れ ば、 生 産 関 数 （ｔｈｅ Ｃｏｂｂ・Ｄｏｕｇ１ａｓ ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ ｆｕｎｃｔｉｏｎ） と い う 方 法 論 に 依 存 す る ほ

か な い。 Ｓｏｌｏｗ ［１９５６］ は、 労 働 生 産 性 成 長 率 ｍ を 技 術 進 歩 率 ÷（１ 一 資 本 分 配 率） と し

た 場 合 に
、

ｔｈｅ ｂａ１ａｎｃｅｄ ｇｒｏｗｔｈ－ｓｔａｔｅ ｉｎ ｔｈｅ ｌｏｎｇ ｒｕｎ （ 資 本 成 長 率 一 従 業 員 数 （ 人 口）

成 長 率 の 状 態） と な る こ と を 論 証 し た。 し か し、 そ の ｓｔａｔｅ に 達 す る に は、 ａｎ ｉｎｆｉｎｉｔｅ

ｔｉｍｅ ｈｏｒｉｚｏｎ を 要 す る。 そ の 場 合 に、 物 的 生 産 性 （資 本 ・ 産 出 比 率） の 増 減 率 ＝ Ｏ を 合

わ せ て 論 証 し た が、 そ こ に 至 る プ ロ セ ス （ｉｎ ｔｈｅ ｓｈｏｒｔｒｕｎ） が ど う な る か は 検 討 で き な

い。 本 報 告 は、
生 産 関 数 に 埋 没 し て い る 資 本 ・ 産 出 比 率の 増 減 率 を 取り 出 し て、 貯 蓄 率 や

技 術 進 歩 率 に 関 連 づ け る （Ａｐｐｅｎｄｉｘ Ｂ）。 こ の 方 法 論 は、 報 告 者 の ｂａｓｉｃｆｉｎａｎｃｉａ１ｓｔｒｕｃ・

ｔｕｒｅ （Ａｐｐｅｎｄｉｘ Ａ） を 生 産 関 数 に 投 入 し て は じ め て 完 結 す る。

６ こ の 方 法 論 は、 ど の よ う に 環 境 会 計 に 結 び つ く の か。 本 報 告 は、 「環 境 に 関 わ る フ ァ ク

タ ー」 を モ デ ル に 直 接 的 に 投 入 す る も の で は な い５）
。 フ ァ ク タ ー 設 定 へ の 切 り 口 を・ ま ず

資 本 ・ 産 出比 率 に 直 結 し た 資 産 投 資 の 内 容 （直接 的 環 境 改 善 投 資 の ウ エ イ ト） に 求 め 孔

っ い で、
一 会 計 期 間 の 税 引 き 後 純 利 益 （配 当 支 払 い 後 の 社 内 留 保 は、 産 出 成 長 率 を 介 し て・

経 済 的減 価 償 却 に 関 連） と 人 件 費 （人 的 資 本 か ら の フ ロ ー 部 分） の う ち、 環 境 改 善 に 直 接

的 に ど れ だ げ 用 い ら れ た か を、 そ の 具 体 的 説 明 と と も に ま ず 脚 注 等 に よ り デ ィ ス ク ロ ー ズ
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す る こ と を 法 制 上 義 務 づ け る こ と が先 決 で あ る と 考 え て い る。 社 会 経 済 的 合 理 性 ［宮 崎 修

行、 同 時 報 告６〕］ の 認 識 の 徹 底 に 役 に 立 つ。

７ マ ク ロ （国 民 経 済 計 算） と ミ ク ロ （個 別 企 業） と で は、 評 価 の 基 準 等 が 異 な っ て いる の

に、 共 通 の モ デ ル が で き る の か。 ミ ク ロ の 集 計 と マ ク ロ と の 計 算 関 係 は、 厳 密 に 維 持 す る

必 要 は な い。 モ デ ル （ｔｈｅ ｄｉｓｃｒｅｔｅ ｆｕｎｃｔｉｏｎ） は、 そ れ ぞ れ を 五 つ の イ ニ シ ァ ル ・ パ ラ

メ ー タ に 依 存 し て、 す べ て の 変 数 を 導 出 す る。 ま た、 そ こ に 現 在 価 値 法 を 内 生 化 で き る の

で、 環 境 評 価 に 関連 さ せ 得 る。 政 策 を 視 点 に お いた 対 応 関 係 をつ ね に 確 保 で き る。

Ｉ 考え方 の背景と方法論の概要

以 上 の よ う な 要 約 に 至 る 背 景 を 示す と、 つ ぎの と お り で あ る。 一 国 の経 済 は、 人 口 成 長 率 を

別 に す れ ば、 一 人 当 た り の 産 出 （要素 付 加 価 値） と して の 労 働 生 産 性 を い か に 安 定 的 に 維 持 す

る か と い う 持 続 的 成 長 を そ の 目 標 とす る。 わ が 国 の 現 状 は、 右 肩 上 が り の 経 済 運 営 か ら 離 脱、

横 ぱ い の 安 定 化 を 受 容 し な け れ ばな らな い。 そ う で あ っ て も、 企 業 部 門が 今後 と も 持 続 的 成 長

に責 任 を 持 っ こ と に 変 わ り は な い。 大 量生 産 方 式 を 残 す と し て も、 地 球 環 境 の 保全 に 向 け た 新

し い 生 産 の あ り 方 が 求 め られ て い る。 しか も、 需 要 不 足 （消 費 ・ 投 資 不 足） の 沈 滞 期 に 落 ち 込

ん だ ま ま で あ る。

ＡＰＩＲＡ ９８ ［１９９８コ７） で も、 諸 外 国 の 参 加 者 か ら、 日 本 の 公 ・ 私 環 境 政 策 は、 経 済 の 落 ち 込

み が 回 復 す る ま で 後 退 せ ざ る を 得 な い の で は な い か と い う 疑 念 が 表 明 さ れ て い る。 も し 公 ・ 私

環 境 政 策 に基 づく 投 資 が む し ろ 持 続 的 成 長 を よ り 確 実 に す る な ら ば、 そ の 環 境 政 策 は受 け入 れ

られ る は ずで あ る。 そ の 反 対 に、 公 ・ 私 環 境 政 策 に 基 づく 投 資 が 個 別 企 業 ひ い て は 企 業 部 門 の

収 益 性 を 害 し、 持 続 的 成 長 の 足 を 引 っ 張 る な ら ば、 い か に 優 れ た 公 ・ 私 環 境 政 策 と い え ど も
、

決 し て 長 続 き し な い。 そ の 成 否 は ど こ に 求 め ら れ る の か。

一 っ の 命 題 と し て、 「持 続 的 成 長 に 不 可 欠 の 財 務メ カ ニ ズ ム が 明 示 ・ 測 定 さ れる」 と し よ う。

す る と
、 い か な る 企 業 も そ の 命 題 を 無 視 し た 政 策 に 執 着 は で き な い は ず で あ る。 さ ら に、 公 ・

私 環 境 政 策 が そ の 命 題 と 調 和 し、 そ の 命 題 を 促 進 す る な らば、 環 境 政 策 は 持 続 的 成 長 の 担 い 手

と な る の で は な い か。

こ の 命 題 （あ と、 よ り 具 体 的 に 示 す） は、 マ ク ロ の み な ら ず、 む し ろ ミ ク ロ の 個 別 企 業 に 脈

打 っ も の で あ る。 競 争 に 打 ち 勝 つ た め に は、 資 産 投 資 を 欠 か せ な い と 前 提 し よ う。 資 本 ・ 産 出

係 数 を わ ず か で も 低 め る よ う に、 資 産投 資 を せ よ。 実 物 資 産 （固 定 資 産） への 投 資 を 人 的 資 産

へ の 投 資 と 一 っ に な っ た も の、 技 術 進 歩 の 表 現 と し て 受 け 止 め よ。 投 資 （フ ロ ー） を、 同 時 に、

実 物 資 産 ・ 人 的 資 産 （ス ト ッ ク） に 染 み 渡 る も の （ｄｉｓｅｍｂｏｄｉｅｄ を 目 標） と し て 受 け 止 め よ。

技 術 進 歩 を 物 的 技 術 進 歩 で は な く て、 マ ク ロ ・ ミ ク ロ に 共 通 す る 持 続 的 成 長 に 資 す る ｒ経 済

的」 技 術 進 歩 と し て 計 測 せ よ、 で あ る。

Ｉ
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１９７０ 年 以 降 の 各 国 別 ＯＥＣＤ デ ー タ ［Ｎａｔｉｏｎａｌ Ａ ㏄ｏｕｎｔｓ Ｉ］ は、 経 済 成 長 が 資 本 ・ 産 出 係

数 の 増 減 と と も に、 ビ ジ ネ ス ・ サ イ ク ル を 繰 り 返 し て い る こ と を 示 し て い る。 米 国 の ９０ 年 代

の 長 い 持 続 的 成 長 は、 海 外 貯 蓄 に 依 存 しな が ら、 全 体 と して の ソ フ ト 産 業 の 資 本 節 約 に よ っ て、

資 本 ・ 産 出 係 数 の 増 加 を セ ー ブ し た か ら に 他 な ら な い。 ソ フ ト 産 業 に 立 ち 後 れ た わ が 国 企 業 は、

環 境 投 資 で も国 際的 競争 力 に 後 れ を み せ て い る。 そ の 原 因 の 最 た る もの は、 環 境 投 資 は 非 効 率

的 で あ る と い う 考え 方 （強 く いう と、 錯 覚） で はな い か。 ま た、 非 効 率 的と いう 考 え 方 は 間

違 っ て い る と い え る 方 法 論 が 示 さ れ て こ な か っ た た め で は な い か。 さ ら に 隊 し く い う と、 ひ ろ

く 投 資 の 理 論 が マ ク ロ ・ ミ ク ロ の 財 務 に 共 通 す る も の と し て 成 立 し て い な い た め で は な い か。

さ ら に 湖 る と
、

ｄｉｓｃｒｅｔｅ ｍ ｏｄｅ１ｓ （ｉｎ ｔｈｅ ｓｈｏｒｔ ｒ ｍ ） と ｔｈｅ ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ ｆｕｎｃｔｉｏｎ （ｉｎ ｔｈｅ

１Ｏｎｇ ｒｕｎ） と の 間 に 横 た わ る 断 層 を 埋 め る 方 法 論 が 探 求 さ れ て い な い た め で は な い か。

次 に、 環 境 投 資 こ そ 効 率 的 で あ る と い う 考 え 方 は、 っ ぎ の よ う な 財 務 メ カ ニ ズ ム に 基 づ い て、

正 当 化 さ れ る か と 思 わ れ る。

Ｓｏ１ｏ ｗ，
Ｒ
．

［１９９４］ は、
Ｐｅｒｓｐｅｃｔｉｖｅ ｏｎ Ｇｒｏ ｗｔｈ Ｔｈｅｏｒｙ に お い て

、
現 在 の 成 長 理 論 の 方 向

を、 Ｓ・α ＝ ｍ ＋ｍ と い う 式 を べ 一 ス に、 つ ぎ の よ う に 洞 察 し て い る。 こ こ で、 Ｓ は 貯 蓄 性 向

（ｔｈｅ ｓａｖｉｎｇ－ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ ｑｕａｔａ）、 α は 要 素 所 得 （付 加 価 値） を 実 物 資 産 （固 定 資 産） で 除 し

た 比 率 （産 出 ・ 資 本 比 率 ； ｔｈｅ ｏｕｔｐｕｔ－ｃａｐｉｔａ１ｒａｔｉｏ）、 刎 は 労 働 生 産 性 成 長 率 （ｔｈｅ ｇｒｏｗｔｈ

ｒａｔｅ ｏｆ ｌａｂｏｒ ｐｒｏｄｕｃｔｉｖｉｔｙ）
、

そ し て
、 ｍ は

、
労 働 力 成 長 率 （ｔｈｅ ｇｒｏｗｔｈ ｒａｔｅ ｏｆ ｌａｂｏｒ

ｆｏｒｃｅ／ｗｏｒｋｅｒｓ／ｐｏｐｕｌａｔｉｏｎ） で あ る
。

１． こ れ ら 四 っ の 値 が す べ て 固 定 さ れ る と （パ ラ メ ー タ）、 需 給 均 衡 ・ 貯 蓄 投 資 均 衡 は、 偶

然 の 場 合 に 限 ら れ る （［Ｄｏ ｍａｒ，
Ｅ
．，

１９４７］
、

［Ｈ ａｒｒｏｄ
，

Ｒ．
Ｆ
．，

１９４８］）
。

２． 四 っ の 値 の う ち、 少 な く と も 一 つ が 自 由 に 動 く。 ８ が そ の 候 補 で あ る （［Ｋａ１ｄｏｒ， Ｎ・，

１９５６］ あ る い は
、

［Ｂｅｒｔｏｌａ，
１９９２］）

。

３
． 四 つ の 値 の う ち、 α が そ の 候 補 で あ る （生 産 関 数 を そ の 方 法 論 と す る 新 古 典 派

一 α＜ １ 一 に 共 通 す る が、 ｄｉｍｉｎｉｓｈｉｎｇ ｒｅｔｕｍｓ ｔｏ ｃａｐｉｔａ１ と い う 制 約 か ら 逃 れ ら れ な

い）
。

４． 四 っ の 値 の う ち、 ｍ が そ の 候 補 で あ る （人 的 資 本 の 導 入 に よ っ て、 ｃｏｎｓｔａｎｔ ｒｅｔｕ ｍｓ

ｔｏ ｃａｐｉｔａ１／ｉｎｃｒｅａｓｉｎｇ ｒｅｔｕ ｍ ｓ ｔｏ ｓｃａｌｅ 一 α ＝ １ 一 を 達 成 す る
。

［Ｒｏ ｍｅｒ，
Ｐ．，

１９８６
．

１９９０］）
。

Ｓｏ１ｏｗ，
Ｒ
．

［１９９４］ は
、

さ ら に
、

ｄｉｍｉｎｉｓｈｉｎｇ ｒｅｔｕ ｍｓ を 避 け る 方 法 の な か に ｌｅａ ｍ ｉｎｇ－ｂｙ－

ｄｏｉｎｇ の 持 つ 学 習 の 効 果 を 繰 り 返 し 上 げ
、

Ｙｏｕｎｇ，
Ａ
。

［１９９３コ や Ａｇｈｉｏｎ，
Ｐ．， ａｎｄ Ｐ

．
Ｈ ｏｗｉｔｔ

［１９９２］ に 注 目 す る。 ｃｏｎｓｔａｎｔ ｒｅｔｕ ｍｓ ｔｏ ｃａｐｉｔａ１ は、 コ ン ス タ ン ト な 資 本 ・ 産 出 比 率 の 持 っ

不 安 定 さ を 強く 示 唆 す る。

報 告 者 は 会 計 ・ 簿 記 の フ レ ー ム ・ ワ ー ク を 用 い て、 こ の 間 題 が 解 け な い か と 腐 心 し て 年 月 を

重 ね た
。

Ｅｃｏｎｏ ｍｉｃ Ａ ㏄ ｏｕｎｔｉｎｇ ［１９９８
，

ｉｎ ｔｈｅ Ｊｏｕ ｍ ａｌ ｏｆ Ｅｃｏｎｏ ｍｉｃ Ｌｉｔｅｒａｔｕｒｅ ３７

（Ｍａｒｃｈ）：ＪＥＬ ９９－Ｏ０７９］ に ａ ｄｉｓｃｒｅｔｅ ｍｏｄｅ１ と し て ま と め る 機 会 に も 恵 ま れ た。 そ れ は 貯
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蓄 と 投 資 の 均 衡 と そ の条 件 を べ 一 ス に し た。 会 計 ・ 簿 記 の 資 金 運 用 表 が シ ス テ ム 的 に 完 全 で は

な か っ た こ と を 発 見 し た の で あ る。 し か し、 報 告 者 は 新 し い 間 題 に 捕 ま っ て、 罠 に 嵌 ま っ た ま

ま で あ っ た。 そ れ は、 報 告 者 の 会 計 的 方 法 論 と し て の ａ ｄｉｓｃｒｅｔｅ ｍｏｄｅｌ と 生 産 関 数 を 方 法 論

と す る ａ ｃｏｎｔｉｎｕｏｕｓ ｍｏｄｅｌ と は、 ア プ ロ ー チ を 異 に す る に せ よ
、 そ れ ぞ れ の 結 果 は 整 合 し、

論 証 さ れ な け れ ば な ら な い と い う 海 外 に お け る 極 め て 厳 し い ア ド バ イ ス で あ っ た。

罠 か ら 這 い 出 す 途 は 二 っ、 （１） 生 産 関 数 の 考 え 方 を ａ ｄｉｓｃｒｅｔｅ ｍｏｄｅｌ に 取 り 込 む か、 あ る

い は、 （２） 生 産 関 数 を べ 一 ス に そ の 修 正 に 徹 す る か で あ る。 （１） は、 Ｅｃｏｎｏｍｉｃ・Ａ ㏄ｏｕｎｔ－

ｉｎｇ ［１９９８］ の ア プ ロ ー チ で あ っ た が
、

上 の よ う な 整 合 性 を 新 古 典 派 に は 論 証 で き な い。 （２）

は、 今 回 の 報 告 で あ り、 整 合 性 の 論 証 を 踏 ま え て い る。

そ の 結 果、 財 務 メ カ ニ ズ ム、 な か で も 投 資 理 論 は、 ス ト ッ ク 構 造 （Ｋ ＝ Ω ・ γ） と フ ロ ー 構

造 （Ｓ ；θ・ Ｓ。、 Ｓｐ は 社 内 留 保） と の 重 層 的 関 係 に よ っ て 制 御 可 能 に な る と い う よ り 具 体 的 な

命 題 が 生 産 関 数 を べ 一 ス に 導 出 さ れ た。 こ の 重 層 的 関 係 は、 ａ ｄｉｓｃｒｅｔｅ ｍｏｄｅ１ の な か で 生 産

関 数 に 反 抗 して 生 ま れた が、 生 産 関 数 の な か で 整 合 的に 使 用 で き る と い う こ と は 当 初 思 い も 及

ば な か っ た。

ソ ロ ー の チ ャ ン ネ ル と し て の ｓ・α； ｍ ＋ｍ は、 Ｋ ： Ω ・ γ と Ｓ ＝θ・Ｓｐ と を 同 時 に 生 産 関 数

の な か に 導 入 す る と き （こ こ で、 α＝１／Ω）、 ∫，α お よ び ｍ が 一 つ の 財 務 メ カ ニ ズ ム の な か で 闊

達 に 動 き 得 る こ と と な っ た。

結 論 的 に い っ て、 持 続 的 成 長 は、 与 え ら れ た 労 働 力 成 長 率 の もと で、 い か に 労 働 生 産 性 成 長

率 ｍ を 生 か し 得 る か で あ る。 ｍ を 動 か す 技 術 進 歩 率 λ は 決 して 外 か ら与 え ら れ る も の で は な

く、 α な ら び に ∫ と 絡 み 合 っ て い る。

敷 術 す る と、 持 続 的 成 長 の 成 否 は、 Ω ＝θ と な る よ う に、 資 本 の 源 泉 サ イ ド と 運 用 サ イ ド の

両 面 に バ ラ ン ス 思 考 を い か に 働 か せ 得 る か に 尽 き る。 す な わ ち、

１． ス ト ッ ク 構 造 Ｋ ＝Ω ・ γ ： 付 加 価 値 γ は、 過 去 の 社 内 留 保 蓄 積 の ス ト ッ ク に 等 し い と い

う 論 証 か ら ス ト ック の 構 造 で あ る。 よ り 少 な い 物 的 資 産 で よ り 多 く の 付 加 価 値 を 生 む こ と

と、 ｍ を 高 め る こ と と は、 裏 腹 の 関 係 に 近 い。 そ の 結 果、 持 続 的 成 長 に 近 づ き 得 る８）
。 投

資 は、 物 的 資 産 と人 的 資 本 の 同 時 的 ・ 協 同 的 ・ 不 可 分 な 投 入 と し て 理 解 さ れ る。

２
．

フ ロ ー 構 造 Ｓ 二 θ・ Ｓｐｊ ρ ＝ θ の も と に ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ ｇｒｏ ｗｔｈ が 達 成 さ れ る よ う に
、

直 接

的 に 借 入 れ 比 率 や 留 保 性 向を 政 策 的 に 動 か す （刎 に も連 動 す る）。

３． 物 的 資 産 と 人 的 資 本 の 一 体 的 な 投 入 は、 公 ・ 私 環 境 政 策 に 配 慮 す る 経 営 方 針 の 場 合、

も っ と も 効 果 を 発 揮 で き る。 資 源 （非 付 加 価 値） と 物 的 資 産 へ の 依 存 が少 な く な り、 か っ、

ｓｕｓｔａｉｎａｂ１ｅ ｇｒｏｗｔｈ ｒａｔｅ （＝ ｍ ＋ ｎ） の レ ベ ル 自 体 を 高 め る。

大 量 生 産 ・ 横 並 び の 遺 産 と して の、 高 い 資 本 ・ 産 出 係 数 （低 い 経 済 的 技 術 進 歩 ； 高 い レ バ

レッ ジ と 裏 腹） は、 環 境 配 慮 の 元 気 な 企 業 の育 成 を 通 し て そ の 値 を 低 く で き る。 新 し い 需要 の

掘 り 起 し は、 正 に 環 境 産 業 を 介 して、 資 本 財の みな ら ず、 生 産 財 に 波 及 し、 産 業 構 造 を 変革 す



社 会 関 連 会 計 研 究 第 １１ 号

る 地 道 な 供 給 サ イ ドの 努 力 に 尽 き る。 個 別 企 業 の 積 み 重 ね に よ っ て、 企 業 部 門 は再 生 して い く

の で あ る。 税 制 が そ れ を バ ッ ク ・ ア ッ ブ す る こ と に よ っ て、 資 本 ・ 産 出 係 数 が 改 善 す る な ら ば、

国 の 成 長 率 も回 復 す る。

皿 修正生産関数の 基本的枠組みと展開

上 の 考 え 方を、 修 正 生 産 関 数 と い う 方 法 論 を 用 い て よ り 明 確 に し よ う。 企 業 ・ 経 営 の 基 本 的

な 政 策 は、 国 民 経 済 的 な マ ク ロ 政 策 と 決 して 矛 盾 しな い。 報 告 は、 個 別 企 業 を 直 接 的 な 対 象 に

す る が、 必 要 に 応 じ て、 マ ク ロ 政 策 と の 対 応 に ふ れ た い。 そ の 方 法 論 は、 新 古 典 派 に 定 着 し た

ソ ロ ー ［１９９４］ に 代 表 さ れ る 生 産 関 数 （以 下、 ツ： 〃 ㍗ ｔｈｅ Ｓｏ１ｏｗ Ｍｏｄｅ１ と い う） に、 報 告

者 の 発 見 し た 「貯 蓄 構 造」 （上の フロ ー 構 造） を 代 入 し て 得 ら れ る 修 正 生 産 関 数 （以 下、 ツ＝

λ 炉 を 用 い る ｔｈｅ Ｓｏ１ｏｗ－Ｋａｍｉｒｙｏ Ｍｏｄｅｌ と ツ＝ 〃 と い う 関 数 を 用 い る ｔｈｅ Ｋａｍｉｒｙｏ Ｍｏｄｅ玉

に 分 け る） の 測 定 と そ の イ ム プ リ ケ ー シ ョ ン に 向 け ら れ る。

こ こ に、 「貯 蓄 構 造」 ［Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ａ ㏄ｏｕｎｔｉｎｇ， １９９８］ と は、 貯 蓄 ＝ 投 資 を 前 提 に し て、 も

ろ も ろ の 貯 蓄 性 向 相 互 の 財 務 関 係 （恒 等 式 を 含 む） と 定 義 さ れ る。 こ の 構 造 は、
ｉｎ ｔｈｅ ｓｈｏｒｔ

ｒｕｎ の 場 合
、

特 定 で き な い が
、

ｉｎ ｔｈｅ １ｏｎｇ ｒｕｎ ｏｒ ｍ ｄｅｒ ｔｈｅ ｂａ１ａｎｃｅｄ ｇｒｏｗｔｈ－ｓｔａｔｅ の 場 合
、

資 本 ・ 産 出 係 数 と 資 本 分 配 率 の 関 数 と して 示 さ れ る。

ｔｈｅ Ｓｏ１ｏｗ Ｍｏｄｅｌ は、 投 資 に 等 し い 全 体 と し て の 貯 蓄 に 対 し て の 「貯 蓄 性 向」 ｓ す な わ ち、

∫Ｓ〃 ≡ Ｓ／γ を 所 与 と す る た め、 貯 蓄 構 造 は 無 視 さ れ て い る。 そ の 結 果、 技 術 水 準 λ と 技 術 進

歩 率 λ は、 シ ス テ ム の 外 か ら 与 え ら れ た パ ラ メ ー タ に と ど ま る （λ（‘）＝ λ（Ｏ）（１＋λ）’）。 そ れ

に 対 し て
、

Ｒｏ ｍｅｒ
，

Ｐ
．

［１９８６
．

１９９０］ や Ｌｕｃａｓ，
Ｒ
．，

［１９８８］ は
、

人 的 資 本 を 工 夫 し た 生 産 関 数

（ｕｎｄｅｒ ｃｏｎｓｔａｎｔｒｅｔｕ ｍ ｓ ｔｏ ｃａｐｉｔａ１
， ａｎｄ ａ ㏄ ｏｒｄｉｎｇｌｙ，

ｉｎｃｒｅａｓｉｎｇ ｒｅｔｕ ｍ ｓ ｔｏ ｓｃａ１ｅ） を 示 し

て き た が、 ソ ロ ー ［１９９４］ は、 そ の よ う な 状 況 は 論 理 的 に 不 安 定 で あ り、 本 来 の 安 定 的 な ツ＝

λ 炉（α ≦１） を ぺ 一 ス に せ ざ る を 得 な く な る の で は な い か と、 あ る べ き 方 向 づ け を ヴ ァ ー ジ ョ

ン と し て 整 序 し た。

報 告 者 の モ デ ル は、 ツ＝λ 〃 を 用 い る ｔｈｅ Ｓｏｌｏｗ－Ｋａｍｉｒｙｏ Ｍｏｄｅ１ と ツ＝ 〃 を 用 い る ｔｈｅ

Ｋａｍｉｒｙｏ Ｍｏｄｅｌ と も に、 イ ニ シ ア ル 技 術 水 準 λ（Ｏ） と 技 術 進 歩 率 λ と を、
パ ラ メ ー タ で は な

く、 変 数 と し て 形 成 し た。
な ぜ λ（Ｏ） と λ と が 変 数 と な り 得 た の か。 そ れ は、 第 一 に、 「貯 蓄

構 造」 を導 入 し た た め に、 産 出 成 長 率 が 社 内 留 保 の貯 蓄性 向 と し て 示 さ れ る こ と、 そ して 第 二

に、 資 本 ・ 産 出 比 率 が ツ＝λ 炉 や ツ＝ 〃 自 体 の な か で 導 出 さ れ る た め で あ る。

ツ＝ 〃 匝 は、 持 続 的 成 長 の 状 態 （ｉｎ ｔｈｅ１ｏｎｇ ｒｕｎ／ｔｈｅ ｂａｌａｎｃｅｄ ｇｒｏｗ か ｓｔａｔｅ） を 達 成 す る

た め に、 無 限 期 間 を 要 す る。 そ れ に 対 し て、 ツ＝ 〃 の 場 合、 α ＝１ ［Ｒｏｍｅｒ，
Ｐ・］ で は な く て・

α を 排 除 し、 α を 貯 蓄 構 造 の 方 に 移 し て い る。 そ の 結 果、 ツ＝ 〃 は、 持 続 的 成 長 の 状 態を 達成

す る た め に 要 す る 期 間 を 自 由 に （５ 年 や １Ｏ 年） 選 択 す る こ と が で き る こ と と な っ た。
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こ こ に、 資 本 ・ 産 出 比 率 は、
パ ラ メ ー タ で は な く て 変 数 と し て 導 出 さ れ る と、 一 っ の 革 新 を

生 産 関 数 に も た ら す。 戸 〃 血 で も、 ツ＝ Ｍ で も、 ｃｏｎｓｔａｎｔ ｒｅｔｕ ｍｓｔｏ ｓｃａｌｅ （ＣＲＳ） に あ り

な が ら
、

ｄｉｍｉｎｉｓｈｉｎｇ ｒｅｔｕ ｍｓ ｔｏ ｃａｐｉｔａｌ （Ｄ ＲＣ）
，

ｃｏｎｓｔａｎｔ ｒｅｔｕ ｍ ｓ ｔｏ ｃａｐｉｔａ１ （ＣＲ Ｃ）
，

ｉｎ－

ｃｒｅａｓｉｎｇ ｒｅｔｕ ｍｓｔｏ ｃａｐｉｔａ１ （ＩＲＣ） の 三 つ を 表 現 で き る こ と に な っ た の で あ る。 資 本 ・ 産 出

比 率 増 減 率 は、 同 じ く 変 数 と し て の 技 術 進 歩 率 λ と 深 い 関 係 に あ る こ と が 示 さ れ る。 こ の よ

う な 「資 本 ・ 産 出比 率の 構 造」 （上 の ス ト ッ ク 構 造、 以 下、
ρ 構 造 と も い う） は、 「貯 蓄 構 造」

（以 下、 θ 構造 と も い う） と 関 連 づ け られ て、 ψ 構 造 を 形 成 す る （下 記）。

特 筆 す べ き は、 資 本 ・ 産 出 比 率 Ω の 導 出 に よ っ て、 人 的 資 本 と 物 的 資 産 と が 別 々 の も の で

あ り な が ら、 一 体 的 に、 協 同 す る 態 様 が 明 確 に 示 さ れ る。 そ の 結 果、 個 別 企 業 は、 環 境 改 善 を

競 争 に 不 可 欠 と 前 提 す る と、 環 境 へ 配 慮 す る ほ ど、 む しろ 資 本 ・ 産 出 比 率 を引 き 下 げ、 技 術 進

歩 率 λ を 引 き 上 げ る。 環 境 改 善 は、 人 件 費 に 示 さ れ る 人 的 資 本 を 活 用 し て、 非 付 加 価 値 と 物

的 資 産 の 節 約 に 資 す る た め で あ る。 こ こ に、 公 ・ 私 の 環 境 政 策 は、 正 当 化 さ れ る。 こ の こ と は、

Ω 構 造 と θ 構 造 と の 重 層 的 関 係 と し て、 つ ぎ の よ う に 具 体 的 に 示 さ れ る （Ａｐｐｅｎｄｉｘ Ａ）。

１
．

９ 構 造 ： κ ≡ Ω ・ γ

こ の 関 係 は 恒 等 式 で あ り、 定 義 式 で あ る。 期 間 毎 に 示 す と、 Ｋ（‘）…Ω（‘）・ γ（ｆ） で あ る。 Ｋ

は 個 別 企 業 の 場 合、 マ ク ロ に 即 し て、 固 定 資 産 （ｒｅｐｒｏｄｕｃｉｂ１ｅ ｆｉｘｅｄ ａｓｓｅｔｓ）、 γ は、 付 加 価

値 （＝ 人件 費十 税引 後 純 利 益） で あ る。 こ こ に、 固 定資 産 Ｋ は、 今 日ま で の 社 内 留 保 の 蓄 積

結 果 と し て の 資 本 有 高 と 借 入 資 本 の 蓄 積 結 果 と して の 資 本 有 高 と の 計 で あ る （Ｋ ≡ＫＳｐ＋ＫＷＤ

＝ γ 十 ＫＷＤ）。 そ れ は 財 務 レ バ レ ッ ジ を 固 定 資 産 の 調 達 源 泉 に 限 定 し て み る べ き こ と を 意 味 す

る。 さ ら に、 今 日 ま で の 社 内 留 保 の 蓄 積 結 果 と し て の 資 本 有 高 は、 カ レ ン ト の 年 間 付 加 価 値

γ に 等 し い こ と が 論 証 さ れ る （Ｋｓｐ＝ γ； Ａｐｐｅｎｄｉｘ Ａ 参 照）。 そ れ は 一 つ の 重 大 な イ ム プ リ

ケ ー シ ョ ン を 提 供 す る。 ス ト ッ ク と し て の 社 内 留 保 の 蓄 積 に よ る 資 本 有 高 は、 フ ロ ー と し て の

カ レ ン ト の 年 間 人 件 費 と 税 引 後 純 利 益 に 等 し く・ 人 件 費 は ス ト ッ ク と し て の 人 的 資 本 を 示 し、

固 定 資 産 （物 的 資 本） の 一 部 と 人 的 資 本 と が こ こ に 関 連 づ け ら れ た と い う こ と で あ る。 し た

が っ て ・ ツ ： λ 炉 を 用 い る ｔｈｅ Ｓｏｌｏｗ－Ｋａ ｍｉｒｙｏ Ｍ ｏｄｅｌ も ツ ＝ λ 庖 を 用 い る ｔｈｅ Ｋａ ｍｉｒｙｏ

Ｍｏｄｅｌ も、 先 達 と 異 な っ て、 ス ト ッ ク と し て の 人 的 資 本 を 直 接 的 に 生 産 関 数 の な か に 求 め る

必 要 は な い。

２
．

θ 積 造 ： Ｓ ≡ θ ・ ＳＰ

こ の 関 係 も、 恒 等 式 で あ り、 定 義 式 で あ る が、 イ ニ シ ア ル の パ ラ メ ー タ と し て で あ る。 ｓ は、

純 貯 蓄 ＝ 純 投 資、 Ｓ・ は、 社 内 留 保、 貯 蓄 性 向 を 用 い て、 ∫Ｓ〃 ≡θ・ＳＳ 〃 （貯 蓄 性 向 と 留 保 性 向

と の 関 係） と も 示 さ れ る。 企 業 に せ よ、 国 に せ よ、 持 続 的 成 長 の 状 態 （Ω（ｃ）＝θ） は、 一 っ の

理 想 で あ る。 不 安 定 な 成 長 の 状 態 で は、 っ ね に ρ（ｃ）≠θ で あ る。
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し か し、 こ の θ 構 造 は、 そ れ 自 体 ｇｏｖｅｍ ｍｅｎｔ／ｔａｘ ａｎｄｆｉｎａｎｃｉａｌ を 提 供 す る。 国 全 体 と し

て の 貯 蓄 性 向 Ｓ は 所 与 で あ り、 政 策 の 余 地 が 少 な い。 同 一 の Ｓ の も と に お い て も、 留 保 性 向 ・

配 当 性 向 を 変 え るこ と は、 多く の 企 業 が 持 続 的 成 長 の状 態を 達 成 す る た め に 協 力 す る と い う 認

識 や 政 策 に よ っ て 可 能 で は な い か。 ま た、 租 税 政 策 （ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ ｔａｘ ｃｒｅｄｉｔ） と し て も、

（先々 の 回 収 に） 有 効 に 働 く ので はな い か。

θ≡ｓ／ｓ・ の 値 を ど う 動 か す べ き か。 こ の 点 は、 っ ぎ の 重 層 的 関 係 に 示 さ れ る と お り で あ る。

３． Ω 構 造 と θ 構 造と の 重 肩 的 関 係 ： Ψ 関 係

も し Ω（ｃ）＝θ と な る と、 資 産 （固 定 資 産） 成 長 率 ｇ声＝ 産 出 （付 加 価 値） 成長 率ｇ亨 で あ る

（ｉｎ ｔｈｅ １ｏｎｇ ｒ ｍ ／ｔｈｅ ｂａｌａｎｃｅｄ ｇｒｏｗｔｈ－ｓｔａｔｅ）
。 ツ ： λ 炉 （ｔｈｅ Ｓｏ１ｏｗ－Ｋａ ｍｉｒｙｏ Ｍ ｏｄｅ１） は

、

そ の達 成 に 無 限 期 間 を 要 す る （前 述）。 Ω 構 造 と θ 構 造 と の 重層 的 関 係 は、 Ψ（ｃ）：Ω（ｆ）／θ （貯

蓄 性 向 を パ ラ メ ー タ ー と し て） に 端 的 に 示 さ れ る。 ｄｉｍｉｎｉｓｈｉｎｇ ｒｅｔｕ ｍｓ ｔｏ ｃａｐｉｔａｌ か ら 離 脱

で き る か 否 か は、 こ の ψ 操 作 （ＩＲＣ，ＣＲＣ，ＤＲＣ） の 一 点 に 絞 ら れ る。 す な わ ち、

１．
Ω（Ｃ）＞θ な ら ば （ψ（τ）＞１）、 ｇκ（ｆ）くｇγ（‘） で あ る （ＩＲＣ）。

２． Ω（サ）＞θ な ら ば （Ψ ＝１）、 ９崖＝９李 で あ る （ＣＲＣ）。

３． Ω（Ｃ）＞θ な ら ば （ψ（Ｃ）＜ １）、 ｇκ（サ）＞ｇγ（ｆ） で あ る （ＤＲＣ）。

資 本 ・ 産 出 比 率 の 増 減 は、 イ ニ シ ア ル 技 術 水 準 λ（０） と 技 術 進 歩 率 λ を い か に 動 か す か で

あ る。 ま ず、 λ（Ｏ） の 測 定 は、

（１） ｔｈｅ Ｓｏ１ｏｗ－Ｋａｍｉｒｙｏ Ｍｏｄｅ１の 場 合 ： λ（Ｏ）；冶（Ｏ）トα／Ω（Ｏ）

（２） ｔｈｅ Ｋａｍｉｒｙｏ Ｍｏｄｅｌの 場 合 ： λ（Ｏ）：１／Ω（Ｏ）

（１）

（２）

っ ぎ に、 技 術 進 歩 率 λ の 測 定 は、 結 論 的 に 示 す と つ ぎ の と お り で あ る （環 境 フ ァ ク タ ー は こ

の λ の な か で 表 現 可 能）。

（１） ｔｈｅ Ｓｏｌｏｗ－Ｋａｍｉｒｙｏ Ｍｏｄｅ１ の 技 術 進 歩 率 λ の 場 合 ： 無 限 期 間 に わ た っ て コ ン ス タ ン

ト な 値 と さ れ る が、 そ の 値 は、

λ一（１一α）／ 繋 一・／ （３〕

で あ る。

無 限 期 間 の 場 合、 Ω（ｆ）＝ ぴ ＝θ で あ る た め、 ｇ崖＝ｇ芋 ＝８Ｓ〃 Ω＊ 二∫Ｓ〃 と な る。 ∫Ｓ 〃 ぴ の 式

の 源 流 は、 ハ ロ ッ ド ・ ド ー マ ー に 示 さ れ る。 こ こ に、 労 働 生 産 性 成 長 率 の 測 定 は、
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λ
９・

一
１ ＿α

（４）

と し て 示 さ れ
、

ｔｈｅ Ｓｏ１ｏｗ Ｍ ｏｄｅ１ ［１９５４
，ｐ，

８６；１９６９
，ｐ．

９４］ と 整 合 す る
。

λ の 値 は、 資 本 ・ 産 出 比 率 増 減 率 ｇΩ（ｃ）（ρ（‘）一 Ω（ｃ－１））／Ω（ト １）と つ ぎ の よ う な 関 係 に あ る。

Ｉｎ ｔｈｅ ｓｈｏｒｔ ｒｕｎ，

／１・ 島 一ぺ
９Ω（ｃ） ＝ 一１

１＋λ
１５〕

Ｉｎ ｔｈｅｌｏｎｇ ｒｕｎ，

Ｌ
（１＋・・ 〃 一ｍ）１一皿

９Ω 一 一 １

１＋（１一α）（ｓｗ ｒ ｍ）
（６〕

（２） ｔｈｅ Ｋａｍｉｒｙｏ Ｍｏｄｅｌ の 技 術 進 歩 率 λ の 場 合 ： 持 続 的 成 長 の 状 態 を 達 成 す る た め に 要

す る 選 択 期 間 の 長 短 に 応 じて、 λ の 値 を 異 に す る。 必 要 な 選 択 期 間’ は、 初 期 値 と して の パ ラ

メ ー タ Ψ を 用 い て・ 次 式 を 解 い て 求 め ら れ る。

λ ＝ ψ （１”）
一 １

こ こ で、

ψ ≡ Ω（Ｏ）／θ （ノ寸ラ メ ー タ） １７〕

ま た、 λ の 値 は、 資 本 ・ 産 出 比 率 増 減 率 ｇΩ（サ） と つ ぎ の よ う に 裏 腹 の 関 係 に あ る。

９Ω（Ｃ） ＝ 一λ／（１＋λ） （８）

一９Ω（ｃ）

λ＝
１＋９Ω（ｃ）

（９）

選 択 期 間 が 無 限 期 間 の 場 合・ そ の 値 は ゼ ロ と な り・ Ｈａｒｒｏｄ ［１９４８
．
１９７３］ の 状 態 に 整 合 す る。

ま た、 選 択 期 間 の 長 短 の い か ん を 問 わ ず、 ｔｈｅ Ｓｏ１ｏｗ－Ｋａｍｉｒｙｏ Ｍｏｄｅｌ の 場 合 に 近 い ψ 関 係

（上 記 三 つ の ψ 操 作 ；ＩＲＣ
，

ＣＲＣ
，

ＤＲＣ） が 成 立 す る。

皿 ケ ー ス ・ ス タ デ ィ と 企 業 比 較 １ む す ぴ に か え て

ｔｈｅ Ｓｏ１ｏｗ Ｍ ｏｄｅ１
，

ｔｈｅ Ｓｏ１ｏｗ－Ｋａ ｍｉｒｙｏ Ｍ ｏｄｅ１ と ｔｈｅ Ｋａ ｍｉｒｙｏ Ｍ ｏｄｅｌ の 場 合 を 用 い て、
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報 告 者 は ケ ー ス ・ ス タ デ ィ 別 と 日 ・ 米 企 業 別 の 分 析 を 行 な っ た （そ の 一 部 ； Ａｐｐｅｎｄｉｘｅｓ 参

照）。 資 本 ・ 産 出 比 率 の 高 い 企 業 と 低 い 企 業 と を 比 較 す る と、 ｓｕｓｔａｉｎａｂ１ｅ ｇｒｏｗｔｈ ｒａｔｅ お よ

び 資 本 利 益 率 の 相 違 （環 境 政 策 へ の 余 力） が 明 ら か で あ る。 Ψ 関 係 が セ ッ トさ れる と、 実 際

の 留 保 性 向 と 調 整 後 の 留 保 性 向 と は 区 別 さ れ る。 技 術 進 歩 率 λ や 変 数 お よ び パ ラ メ ー タ は、

エ ク セ ル の セ ｏａ１ ｓｅｅ ポ ｕｎｄｅｒ ｓｉｍ ｕｌａｔｉｏｎ （ｒｅｃｕｒｓｉｖｅ ｐｒｏｇｒａ ｍ ｍｉｎｇ
９）） を 用 い て 修 正 さ れ

、

環 境 政 策 を 包 含 す る ｇｏｖｅ ｍ ｍｅｎｔ ａｎｄ ｔａｘ ｐｏｌｉｃｉｅｓ が 示 唆 さ れ る。 資 本 ・ 産 出 比 率 の 低 く で

き る 企 業 ほ ど、 内 外 の ス テ イ ク ホ ル ダ ー ・ グ ル ー ブ に 安 心 感 を 与 え、 公 ・ 私 の 環 境 政 策 に１順 応

し て 競 争 力 を 高 め 得 る こ と が 歴 然 と 示 さ れ る。

要 す る に、 国 に せ よ、 公 ・ 私 の 組 織 体 にせ よ、 Ω 構 造 と θ 構 造 と の 重 層 的 関 係 （ψ 関 係）

が 財 務 メ カ ニ ズ ム の べ 一 ス に あ る。 Ψ ＝１ の ち か く に あ る と、 産 出 成 長 率 も 資 本 成 長 率 も 安 定

的 で あ る。 競争、 市 場 原 理、 環 境 改 善 志 向 の 需 要 創 造 に も っ と も 有 利 で あ る。 ψ の 値 が １ か

ら 離 れ る ほ ど、 そ の 逆 で あ る。 Ψ の 値 は、 そ の 産 出 が 容 易 で あ る。 環 境 指 標 な ど の 公 開 と 同

時 に 示 さ れ て よ い の で は な い か。 公 ・ 私 の 環 境 政 策 は、 資 本 ・ 産 出 比 率 を 高 め な い よ う な 政 策

と と も に 推 進 さ れ る べ き で あ る。 そ れ に よ っ て、 経 済 社 会 の 安 定 も 同 時 に 達 成 さ れ る。

Ａ ｐｐｅｍｄｉｘｅｓ Ａ ａｍｄ Ｂ

Ａｐｐｅｎｄｉｘ Ａ は、 Ω 構 造 と θ 構 造 と の 重 眉 的 関 係 の 基 礎 を
・

Ａ ㏄ｏｕｎｔａｎｔｓ ｂｅ Ｃｏｎｆｉｄｅｎｔｉｎ／Ｒｅｓｐｏｎｓｉ－

ｂｌｅ ｏｒ ｌｎｉｔｉａｌ Ｄａｔａ： Ａ Ｔｒｕｅ Ｂａｓｅ ｔｏ Ｍ ａｃｒｏ ａｎｄ Ｍｉｃｒｏ Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｇｒｏ ｗｔｈ ｉｎ ｔｈｅ Ｅｎｄｏｇｅｎｏｕｓ

Ｇｏｌｄｅｎ Ａ ｇｅ （Ｔ ｈｅ Ｓｅｃｏｎｄ Ｂｉｅｎｎｉａ１ Ｉｎｔｅ ｍ ａｔｉｏｎａ１ Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ Ｒｅｓｅａｒｃｈ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ ｂｙ ｔｈｅ ＩＡ Ａ Ｅ Ｒ／

ＣＩＥＲ Ａ
，

Ｄｕ Ｐａｕｌ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ，
Ｃｈｉｃａｇｏ，

Ｏｃｔ／１９９８） の 一 部 と し て
、

ま た、 Ａｐｐｅｎｄｉｘ Ｂ は、 ｔｈｅ Ｓｏｌｏｗ－

Ｋａｍｉｒｙｏ ＭｏｄｅＩ と ｔｈｅ Ｋａｍｉｒｙｏ Ｍｏｄｅｌ の 論 証 の 一 部 を、 Ｃｏｍｐｕ１ｓｉｖｅ Ｐｏ１ｉｃｉｅｓ ｆｏｒ Ｓｕｓｔａｉｎａｂ１ｅ

Ｇｒｏ ｗｔｈ Ｕｓｉｎｇ ｔｈｅ Ｍ ｅａｓｕｒｅ ｍ ｅｎｔ ｏｆ ｔｈｅ Ｇｏ１ｄｅｎ Ａ ｇｅ ｂｙ Ｃｏｕｎｔｒｙ （Ｔｈｅ ２５ｔｈ Ｇｅｎｅｒａ１ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ ｏｆ

ｔｈｅ Ｉｎｔｅ ｍ ａｔｉｏｎａｌ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ ｆｏｒ Ｒｅｓｅａｒｃｈ ｉｎ Ｉｎｃｏ ｍ ｅ ａｎｄ Ｗ ｅａｌｔｈ， Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ ｏｆ Ｃａ ｍ ｂｒｉｄｇｅ．
Ａ ｕｇ／

１９９８） と し て （紙 面 の 関 係 で 詳 細 省 略）。

∠ρ 脾 πｄ虹 λ ０α ３
．

１９９８ 〃 五λλ 亙Ｒ／ＣＺ亙Ｒλ， Ｃ〃ｃαｇｏ

（１〕 Ｌｏｇｉｃ ｏｆ ∠ γ ＝Ｓ． ｕｎｄｅｒａ ｐｒｏｐｏｓｉｔｉｏｎ ｏｆＳ（’） ＝ ぴ ・Ｓ。（’）： 要 素 付 加 価 値 増 加 額 が 社 内 留 保 額 に

等 し い こ と は、 資 産 投 資 額 が 資 本 ・ 産 出 比 率 と 社 内 留 保 額 と の 積 に 等 しい と い う 必 要 条 件 の 上 に 論 証

さ れ る。

１２） Ｌｏｇｉｃ ｏｆ γ（ｆ）＝ Ｋ∫。（ｆ）： 要 素 付 加 価 値 額 が 蓄 積 さ れ た 社 内 留 保 額 （ス ト ッ ク） に 等 し い こ と は
、

（１）の 上 に 四 つ の ス テ ッ プ を追 加 し て 論 証 さ れ る。

λρ μ πｄ虹 〃 λ〃ｇ ２８．１９９８ αＣ Ｍ 〃 Ｗ， Ｃαｍδれｄｇグ Ｃｏｍκ 舳ｏ〃∫ 帆 〃ｓ㎝ αｅ

ｌ． ｔｈｅ Ｓｏ１ｏｗ Ｍｏｄｅ１：Ｓｏ１ｏｗ ［１９５６］ の 帰 結 の 上 に、
資 本 ・ 産 出 比 率 を 変 数 と し て 抽 出

、
ま た

、
イ ニ



公 ・ 私 環 境 政 策 の志 向 す べ き 財 務メ カ ニ ズ ム １１

シ ア ル の 技 術 係 数 λ（Ｏ） を イ ニ シ ア ル の 資 本 ・ 産 出 比 率 Ω（Ｏ）を 用 い て 内 生 化 （ｅ ｇ．，
Ｆｉｇｕｒｅ １）

。

２ ｔｈｅ Ｓｏ１ｏｗ－Ｋａｍｉｒｙｏ Ｍｏｄｅ１： そ の 上 で 技 術 進 歩 率 λ に Ｓ（ｆ）＝θ・ Ｓｐ（ｆ） （Ω（Ｏ） を θ に シ フ ト） を 投

入 し て 内 生 化 （ｅ ｇ．，
Ｆｉｇｕｒｅ ２）

。

３ ｔｈｅ Ｋａｍｉｒｙｏ Ｍｏｄｅｌ： λ と 資 本 ・ 産 出 比 率 増 減 率 ｇｏ と の 関 係 の 単 純 化 （ｅ ｇ．，
Ｆｉｇｕｒｅ ３）

。

注

１） コメ ンテ ィ タ ー の 冨 増 和 彦 助教 授、 フ ロ ア ー の 質 問 者 （山 上 達 人 教 授、 野 村 健 太 郎 教 授、 村井 秀樹

助 教 授 と 統 一 論 題 コ メ ン ティ タ ー の 勝 山 進 教 授） な ら び に 事 務 局 の 質 疑 の た め の 十 分 な 時 間 の ご 配 慮

に 深 く 感 謝 致 した い。

２） 村 井 秀 樹 教 授 な ら び に勝 山 進 教 授 （ｅ－ｍａｉｌ） か ら の 質 問 ：「収 穫 逓 減 の 法 則 に支 配 さ れな いこ と の 論

証 と 環 境 へ の 配 慮 と の 関 係 は？」 ： 上 記 論 証 は
、 ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ ｇｒｏｗｔｈ ｒａｔｅ の 視 点 か ら な さ れ

、
環 境 会

計 と 無 関 係 に な さ れ た ［１９９８ ａ，
ｂ
， ｃ］。 今 回 の 報 告 は、 そ れ を べ 一 ス と し た 環 境 会 計 と の 関 係 に 向 け

ら れ た が
、 報 告 内 容 が 不 徹 底 で あ っ た

。
論 証 の 存 在 （ｒｅｆｏ ｍ ａｔｉｏｎ ｏｆｔｈｅ Ｃｏｂｂ－Ｄｏｕｇｌａｓ ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ

ｆｕｎｃｔｉｏｎ） が 環 境 会 計 の あ り 方 に 相 当 の 影 響 を 与 え る と 考 え て い る。 國 部 克 彦 「環 境 会 計 の 論 点」

（統 一 論 題 の 一 っ； ま た、 ［『環 境 会 計』 １９９７］） は、 環境 会 計 の タイ プ が アメ リ カ 型 （環 境 コ ス ト の 計

算 を 中 心 とす る） と ヨ ー ロ ッ パ 型 （物 量 べ 一 ス の エ コ ロ ジ カ ル 会 計 を 中 心 と す る） と し て 具 体 化 し て

き た と し て も、 「現 在 日 本 に お い て 必 要 と さ れ て い る 環 境 会 計 の タ イ ブ が い ず れと も 異 な る 可 能 性 が あ

る こ と を 理解 す る必 要 が あ る」 ど 報 告 者 は、 欧 ・ 米 タ イ プの 包 摂 は、 財 務 会計 制 度 と の 関 係 を い か

に ス ム ー ズ に 運 べ る か に か か る と 考 え て い る。

３） 本 報 告 は、 公 ・ 私 環 境 政 策 の 対 象 を 個 別 企 業 に 限 定 す る。 政 府、 地 方公 共 機 関 や 公 益 法 人 等 に っ い

て は、 ｃａｐｉｔａｌ ｃｏｎｓｕｍｐｔｉｏｎ の 視 点 か ら 別 の 機 会 に 取 り 上 げ る が
、

論 証 は 基 本 的 に 双 方 に 働 く の で
、

相 違 は決 し て 大 きく な い。 二 つ の 方 向 づ け へ の 考 え 方 に っ いて は、 上 記國 部 克 彦 報 告 な ら び に 山 上 達

人 教 授 か ら、 方 向 づ け へ の そ れ ぞ れ の 考 え 方 が 示 さ れ た。

４） 野村 健 太 郎 教 授 か ら の ご質 問 「固 定 資 産 の 場 合・ 企 業会 計 は 原 価・ ＳＮＡ は 時 価 で あ り、 固 定 資 産 の

集 計 が ＳＮＡ 固 定 資 産 に は な ら な い
。

ど う 修 復 す る の か」： モ デ ル は
、

当 面 の ｊｕｓｔｉｆｉｃａｔｉｏｎ （直 ち に 財

務 会 計 シ ス テ ム に 結 び 付 け て い な い） と して は、 イ ニ シア ルの 固 定 資 産 が 原 価、 時 価 を と わ ず、 無 限

期 間 に わ た る 社 内 留 保 の 現 在 価 値 に 一 致 し、 ま た、 イ ニ シア ル の 固 定 資 産 評 価 額 が 無 限 期 間 に わ た る

支 払 配 当 の 現 在 価 値 に 一 致 す る こ と を 論 証 し て い る ［Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ，１９９８］。 こ こ で、ｔｈｅ ｖａｉ－

ｕａｔｉｏｎ ｒａｔｉｏ は、
イ ニ シ ア ル の 資 本 ・ 産 出 比 率 に 一 致

。

ま た・ 「連結 財 務 諸 表 （海 外 勘 定 を 含 む） と ＳＮＡ （属 地 主 義） と は、 そ の 基 準 を 異 に す る が、」： 報

告 者 は、 ＳＮＡ と 日 ・ 米 企 業 比 較 を 通 して、 こ の 点 を痛 感 し て い る。 よ う やく 我 が 国 企 業 も、 連 結 べ 一

ス に な っ て き た が、 連 結 ぺ 一 ス で も 苦 し む の は、 人 件 費 で あ 乱 総 従 業 員 数 な ら び に 人 的 資 本 の フ

ロ ー （人 件 費） の 二 っ は・ 日 ・ 米 と も に 連 結 べ 一 ス に 示さ れ る べ き で は な い か。

山 上 達 人 教 授 か ら の ご指 摘 ：「わ れ わ れ の 付加 価 値 や 労 働 生 産 性 成 長 率 の 分 析 は・ 長 く マ ク ロ と ミ ク

ロ の 不 一 致 に 苦 し ん で き た。 シス テ ム が違 う か ら 一 致 し な い。 ど の よ う に 整 序 す べ き か の 問 題 が 残 さ

れ て い る」。

報 告 者 は
、 ひ と ま ず

・
ひ と つ の 切 り 口 （ＶｅｒＳｉｏｎ） と し て モ デ ル を 提 起 し た。 た だ し、 財 務 会 計 制

度 で あ っ て も、 固 定 資 産 （実 物 資 産） は流 動 資 産 （金 融 資 産） と 一 線 を 画 し、 固 定 資 産 （実 物 資 産）

の 調 達 ・ 源 泉 の 増 減 （金 融 資 産 の 減増 に 対応） は、 ヘ ッ ジ の 外 に あ っ て 出 入 り の ス ピー ドを 「資 本・

産 出 比 率 増 減 率 の あ る 範 囲 内」 に 管理 ・ 規制 さ れ る べ き か と。 ま た、 環 境 会 計 「シ ス テ ム」 と な る と、

計 算 体 系 相 互 の 厳 密 な 整 合 性 が 財 務 会 計 シ ス テ ム と の 間 に 要求 さ れ る の か どう か。 そ の い か ん を 問 わ
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ず・ 環 境 会 計 の 設 定 と そ の シ ス テ ム 化 に 当 っ て は
・

モ デ ル の 解 明 し た 貯 蓄 ・ 投 資 構 造 と ｓｕｓｔａｉｎａｂ１ｅ

ｇｒｏｗｔｈ ｒａｔｅ を 配 慮 し つ つ
、

利 益 追 求 の 場 に 踏 み と ど ま る こ と は か な り の 程 度 可 能 で は な い か と 考 え

て い る。 株 価 は そ の よ う に 咀 囑 を は じ め っ っ あ る。

勝山 進 教授 か ら の 質 間 １「ソ フ ト 産 業 の 場 合・ た とえ ば・ 対 価 を 支 払 わ ず に 入 手 し た デ ー タ 等 は・ ど

の よう に 資 産 評 価 を す る の か」： 物 的 資 産・ 人 的 資 本、 情 報 資 産 の い か ん を 間 わ ず、 対 価 支 払 い の な い

場 合、 市 場 価 値 が あ っ て も計 上 し な い。 そ れ だ け イ ニ シ ア ルの 資 本・ 産 出 比 率 が 影 響 を 受 け る が・ ス

ト ッ ク と し て の 内 容 に 魅 力 が あ る た め で あ り、 ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ ｇｒｏｗｔｈ ｒａｔｅ と 固 定 資 産 評 価 額
，

株 式 評

価 額
，

国 富 の 理 論 式 に 反 映 さ れ る （そ の 論 拠 ：Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ａ ㏄ ｏｕｎｔｉｎｇ 第 ５ 章） と 判 断 さ れ る。

５） 勝山 進 教 授 か ら の 質 問 ：「「脚 注 な どに よ り ディ ス ク ロ ー ズ す る」 だ け で は・ 環 境 政 策 を 志 向 す る 財

務 メ カ ニ ズ ム が 形 成 さ れ な い の で はな い か」。 「「環 境」 と い う 不 確 定 要 素 の 多 い 事 項 を モ デ ルに 挿 入 す

る こと は、 至 難 で は な い か」。 勝 山 進 教 授 に 数々 の ご 指 摘 と 内 容 の ご検 討 に 深 謝 す る。 今 回 の 報 告 者 は、

財 務メ カ ニ ズム そ れ 自 体 の 中 に、 環 境 政 策 を 効 果 的 に 受 け 入 れ や す い 本 質 が す で に 存 在 す る こ と を 提

起 し た か っ た の で あ 乱 ま ず
・

こ の 点 の 認 識 を 深 め
・

直 ち に で き る こ と
・

た と え ぱ
・

自 発 的 な 開 示 を

市 場原 理 に 従 い な が ら 進 め る こ と に 自 信 を 持 っ べき で は な い か。 そ れ と 並 行 し て、 環 境 対 応 に よ る プ

ラ ス 効 果 を い か に 測 定 す る か
。

こ の 点 は
、

環 境 会 計 の 課 題 で あ る が
、

報 告 者 の 提 起 し た ａ ｄｉｓｃｒｅｔｅ

ｆｕｎｃｔｉｏｎ は、 生 産 関 数 と 環 境 会 計 と に 共 通 の 一 っ の 方 法 論 に な ら な い か と 考 え て い る。 前 回 報 告 の

「グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グの ト ー タ ル 的 方法 論 １ グ リ ー ン 係 数 の 導 入」 ［上 領 英 之 『社 会 関 連 会 計

研 究』 Ｎｏ． ６ ：１３－２６］ は、
一 つ の 試 み で あ っ た が、 生 産 関 数 と の 関 係 に 及 び 得 な か っ た。 当 時 は、

要 素 別 価 格 指 数 か ら の 間 接 的 ア プロ ー チ に止 ま り、 マク ロ、 ミ ク ロ に 共 通 す る 資 本 ・ 産 出 比 率 を 抽 出

す る 直 接 的 ア プ ロ ー チ の 解 明 に は い ま だ し で あ っ た。 「環 境 に 関 わ る フ ァ ク タ ー」 は、 外 か ら で な く、

資 産 投 資 と 生 み 出 さ れ た 付 加 価 値 の う ち の 直 接 的 寄 与 部 分 を、 そ れ ぞ れ パ ー セ ン ト で 表 現 す る こ と か

ら は じ め て よ い の で は な い か。

６） 宮 崎 修 行 「環 境 会 計 の 基 礎 づ け 一 企 業 と ス テ イ ク ホ ル ダー ・ グ ル ー プ の 関 係 を め ぐ っ て 一」：「利 益

追 求」 を 超 越 し た 尺 度 と し て の 「社 会 経 済 的 合 理 性」 （Ｗｉｌｈｅｌｍ Ｈｉ１１／Ｓｔｅｆａｎ Ｓｃｈａ１ｔｅｇｇｅｒ Ａｎｄｒｅａｓ

Ｓｔｕ ｍ の 説 に 依 拠） を、 １．社 会 文 化 的 合 理 性、 ２．有 効 性 （技 術 的 合 理 性）、 ３．効 率 性 （経 済 的 合理

性） お よ び ４．政 治 的 合 理 性 に 分 類。 報 告 者 は・ こ の 社 会 経 済 的 合 理 性 の 一 人 歩 き は・ 不 可 能 で あ っ て・

利 益 追 求 よ り や や 先 行 し、 ま た、 先 行 さ せ る よう な 環 境 整 備 が 要 求 さ れ る と 考 え て い る。 ま して、 環

境 改 善 投 資 が 利 益 追 求 と 整 合 す る メ カ ニ ズム （資 本 ・ 産 出 比 率 と 収 穫 逓 増 と の 関 係 把 握） が経 済 社 会

に 共 有 さ れ る な ら ば、 環 境 コ ス トと 利 益 追求 と を 対 時 的 に 捉 え る 必 要 は か な り な く な る と 考 え て い る。

ス テイ ク ホ ル ダー ・ グル ー プ （本 全 国 大 会 統 一 論 題 の キ ー ワ ー ド） は、 危 機 的 状 況 に 追 い 込 ま れ た地

球 環 境 と の 「共 生」 の 実 現 に あ る。

７） Ｓｅｃｏｎｄ Ａｓｉａｎ Ｐａｃｉｆｉｃ Ｉｎｔｅｒｄｉｓｃｉｐ１ｉｎａｒｙ Ｒｅｓｅａｒｃｈ ｉｎ Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ， Ａ ｕｇ．ノ
１９９８，

Ｏｓａｋａ Ｃｉｔｙ Ｕ ｎｉｖｅｒｓｉｔｙ， ｗ ｈｅｒｅ ７５ ｐａｐｅｒｓ ｗ ｅｒｅ ｄｉｓｃｕｓｓｅｄ ｉｎ ｔｅｒｍ ｓ ｏｆ ｃｏｒｐｏｒａｔｅ ｅｎｖｉｒｏｎ ｍ ｅｎｔａｌ ｄｉｓ－

ｃ１ｏｓｕｒｅｓ ａｎｄ ｐｏｌｉｃｉｅｓ ａｎｄ ｆｉｎａｎｃｉａ１ ｐｅｒｆｏｒ ｍ ａｎｃｅ．

８） α＜１ の 生 産 関 数 で も、 ｄｉｍｉｎｉｓｈｉｎｇ ｒｅｔｕ ｍｓ ｔｏ ｃａｐｉｔａｌ の み な ら ず、 ｃｏｎｓｔａｎｔ ｒｅｔｕ ｍｓ ｔｏ ｃａｐｉｔａ１

と ｉｎｃｒｅａｓｉｎｇｒｅｔｕｍｓｔｏｃａｐｉｔａ１ の 測 定 に 対 応 で き る （限 界 生 産 力 説 は
、

ｄｉｍｉｎｉｓｈｉｎｇｒｅｔｕ ｍｓｔｏｃａｐ－

ｉｔａｌ の 場 合 に そ の ま ま 有 効 で あ り・ 代 替 弾 力 性 値 は・ ｄｉｍｉｎｉｓｈｉｎｇ／ｃｏｎｓｔａｎｔ／ｉｎｃｒｅａｓｉｎｇ ｒｅｔｕ ｍｓ ｔｏ

ｃａｐｉｔａ１ の そ れ ぞ れ に 測 定 可 能）
。

９） 時 政 易 教 授 は・ っ ね に 報 告 者 の 質 問 に 対 応 し て 下 さ っ て い 乱 ｒ㏄ｕｒｓｉｖｅ ｐｒｏｇｒａｍ ｍｉｎｇ 内 容 の 検

証 に 当 た っ て は
・

Ｐｒｏｆ Ｂａｎｄｙｏｐａｄｈｙａｙ Ｄｅｂａｓｉｓ，
ｔｈｅ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ ｏｆ Ａｕｃｋｌａｎｄ の 数 学 的 確 認 に 感 謝

す る。 モ デ ル の ＩＲＣ
，

ＣＲＣ
，

お よ び ＤＲＣ の 検 証 に 当 っ て は、 エ ク セ ル の
“
ｇｏａｌｓｅｅｋ” を 活 用 し た

。 報

告 で は・ そ の 一 部 を ＯＨＰ に よ り 説 明 し た （紙 面 の 都 合 によ り 省略）。


